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要 望 書 

2026年8月24日 

厚生労働大臣  上野賢一郎 殿 

全国薬害被害者団体連絡協議会 

代表世話人 花井十伍 

 

（構成団体） 

（公財）いしずえ（サリドマイド福祉センター） 

イレッサ薬害被害者の会 

ＨＰＶワクチン薬害訴訟全国原告団 

ＭＭＲ（新３種混合ワクチン）被害児を救援する会 

大阪ＨＩＶ薬害訴訟原告団 

NPO法人京都スモンの会 

新型コロナワクチン後遺症患者の会 

陣痛促進剤による被害を考える会 

スモンの会全国連絡協議会 

東京ＨＩＶ訴訟原告団 

薬害肝炎全国原告団 

薬害筋短縮症の会 

薬害ヤコブ病被害者・弁護団全国連絡会議 

 

全国薬害被害者団体連絡協議会（略称薬被連）は、薬害被害者当事者団体のみで構成される唯一の連絡

協議会です。私たち薬害被害者は薬害根絶誓いの碑が建立された8月24日を「薬害根絶デー」としています。 

薬害根絶誓いの碑は、1996年薬害エイズ裁判和解時に、「私たちに必要なのは国に慰霊をしてもらうこ

とではなく、二度と薬害を起こさないことを誓ってもらうことである。」との遺族被害者の強い願いを受

けて建立されたものです。いかなる制度も、そこにかかわる人たちの魂がこもっていなければ、本当に薬

害を根絶するシステムにはならないという信念が、薬害根絶誓いの碑、建立を求める原動力となりました。 

私たち薬害被害者は、私たちの受けた、筆舌に尽くし難い苦痛と悲しみを二度と誰にも味わって欲しく

ないという共通の思いから、さまざまな薬害根絶に向けた活動をおこなっています。近年新しいモダリテ

ィの新薬が次々と市場に投入されつつあります、こうした状況の下、さらなる安全対策の必要性を痛感し

ています。 

つきましては、本日の協議の場において、真摯かつ前向きなご回答と意見交換をお願いします。 

また、本日の協議の場においても、是非大臣にも出席をお願い致します。 

 

記 

 

1、 安全対策と医薬品副作用被害救済制度並びに予防接種健康被害救済制度について 

医薬品・医療機器等安全性情報報告制度や予防接種後副反応疑い報告は、医薬品・ワクチン

等の安全対策に関する重要なシグナル検出制度であると認識しています。その一方で、各々

の制度における因果関係判定の結果はその目的が個別症例の因果関係を明らかにするもので

はないものの、その整理の仕方並びに表記のあり方に問題があることをこれまで指摘してき

ました。加えて、医薬品副作用被害救済制度や予防接種健康被害救済制度が十分周知され、

必要な被害者が救済されているかを評価・検討するためにこれらシグナル検出制度の活用可

能性についても検討を要望してきました。 

 今般、医薬品の副作用等報告症例の評価手法の調査研究（研究代表者 加藤元博）の報告
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に基づき、厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会、薬事審議会医薬品等

安全対策部会安全対策調査会においてαβγの新たな表記について方向性が承認されました

が、今後こうした表記と判定の基準や位置づけについて、国民が納得できるように改善なら

びに周知を図ってください。 

 また、医療機関による医薬品安全性情報報告書において、救済制度について質問項目が設

けられ一定の傾向分析が行われた意義は評価できると考えます。今後、企業報告も含め、よ

り救済申請実態の把握に寄与するよう拡充した調査を行ってください。 

 

2、 HPVワクチン副反応被害救済について 

 （１）岡部班調査について 

①２０２６年７月２４日付の岡部班の報告によると、２０２２年４月のＨＰＶ 

ワクチンの積極的勧奨の再開後、新たに協力医療機関を受診した人数は、７８０名を

超えていることが明らかとなっていますが、岡部班の調査対象は全９５協力医療機関

のうち８７医療機関に留まっていますので、新たな受診者の総数は把握できていませ

ん。 

そこで、調査対象とされていない７つの医療機関名を開示して下さい。 

また、それらの医療機関が調査対象とされていない理由を明らかにした上で、調査

の対象となるよう、厚労省から強く指導して下さい。 

②岡部班調査では、調査対象とされている８７医療機関のうち相当数が毎月の回答を行

っていません。厚労省として、なぜ全対象医療機関から毎月の回答がなされていない

理由を調査し、すべての医療機関から回答がなされるよう指導して下さい。 

（２）西原班調査について 

① 西原班は、令和５年度報告書を公表した後、令和６年度・令和７年度の報告書を公

表していません。厚労省は、令和６年度・令和７年度の報告書が公開されていない

理由を調査し、これらの公表予定時期を明らかにして下さい。 

② ２０２５年７月２５日付の西原班報告第２報では、令和５年度及び令和６年度にブ

ロック拠点病院を受診した代表的な症例の経過が８症例提示されていました。しか

し、２０２６年７月２４日付で公表された西原班報告第３報では、令和７年度にブ

ロック拠点病院を受診した代表的症例の経過が提示されておらず、個別の患者の症

状経過に関する情報が欠落していますので、西原班に対し、令和７年度についても

代表的症例情報を提示するように指導して下さい。 

③ 厚労省は、西原班が把握している個別症例情報について、プライバシー部分を伏せ

た上で速やかにその概要をすべて開示し、国内の臨床現場に病態把握のための情報

として提供するよう指導して下さい。 

④ 西原班令和５年度報告書1別添４・23～24 頁で京都府立医科大学の天谷文昌氏が研究

発表の項のおいて論文発表の成果として掲げた以下の４編の論文（タイトル和訳は

当原告団による）は、いずれも西原班の研究課題と無関係の論文です。厚労省は、

このような論文が西原班の研究成果とされた経緯を速やかに調査し、報告書の訂正

等の必要な是正処置を実施して下さい。 

 

 
1 https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/download_pdf/2023/202318032A.pdf 



 3 

 EFFICACY AND SAFETY OF INTRAVENOUS FOSPHENYTOIN FOR PATIENTS WITH ACUTE HERPES ZOSTER-ASSOCIATED 

PAIN: A PLACEBO-CONTROLLED RANDOMIZED TRIAL. 

 急性帯状疱疹関連疼痛患者に対する静脈内ホスフェニトインの有効性と安全性：プラセ

ボ対照ランダム化試験 

 

 MOLECULAR CHARACTERIZATION OF WILD-TYPE AND HSAN2B-LINKED FAM134B 

 野生型および HSAN2B にリンクした FAM134Bの分子特性 

 

 ACTIVATION OF NEURONS AND SATELLITE GLIAL CELLS IN THE DRG PRODUCES MORPHINE-INDUCED HYPERALGESIA 

 DRG のニューロンとサテライトグリア細胞の活性化により、モルヒネ誘発性痛覚過敏が

生じる 

 

 PREVALENCE OF PREOPERATIVE OPIOID USAGE AND ITS IMPACT ON POSTOPERATIVE OUTCOMES: A RETROSPECTIVE 

COHORT STUDY. 

 術前オピオイド使用の普及と術後結果への影響：後ろ向きコホート研究。 

（３）ＨＰＶワクチンの男子への接種について 

  東京都はＨＰＶワクチンの男性への接種に対する公費助成を実施しており、東京都の

ウェブサイトでは、男性へのＨＰＶワクチンの接種の効果として次のように広報して

います2（下線部は当原告団による）。 

＜男性の HPVワクチン接種の効果＞ 

男性がワクチンを接種することで、肛門がん、尖圭コンジローマなどの原因と考えら

れているＨＰＶへの感染予防が期待できます。加えて、男性がワクチン接種による感

染予防をすることで、性交渉による HPV感染から女性を守り、子宮頸がんの予防にもつ

ながる可能性があります。 

 

    しかし「男性へのＨＰＶワクチンの接種による女性の子宮頸がん予防」はＨＰV ワク

チンの効能・効果として承認されていません。 

   承認されていない効能・効果が得られるかのようにウェブサイトに掲載することは、薬

機法６６条１項の虚偽又は誇大な記事の記述・流布に該当しますので、厚労省は、東

京都に対し、適切な指導を行って下さい。 

 

3、 陣痛促進剤による被害の防止について 

（１） これまでに厚生労働省およびＰＭＤＡが把握している、子宮収縮薬による胎盤早期剥離の副作

用報告等の全ての事例を、改めて一覧表にして明らかにして下さい。また、平成 25 年度第３回

薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会で被害者より提出された、副作用被

害の可能性が高い事例を、被害者に確認することなく「情報不足」としてγ判定にした件につい

て、昨年度の交渉で、「平成 25 年度安全対策調査会当時に情報不足と判断されたものは、更な

る情報収集に努める。」と回答したが進捗状況を明らかにして下さい。 

（２）これまでの交渉で、子宮収縮薬の添付文書に胎盤早期剥離を副作用として記載している国が、

英国、ドイツ、フランス、オーストラリア、カナダ、アイルランド、フィンランド、スイス、が

 
2 https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/kansen/info/hpv/hpvdansei 
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あることを明らかにしたが、さらに、他国にないか調査し、結果を薬剤種別ごとに具体的に明ら

かにして下さい。また、日本の無痛分娩等で大量に使用されている令和２年に承認されたプロウ

ペスについて、当初、フェリングファーマ社は、本剤の企業中核データシートに記載されている

副作用を根拠に添付文書の副作用欄に常位胎盤早期剥離を記載して申請したが、日本は、疫学調

査において子宮収縮作用を有する薬剤の使用は常位胎盤早期剥離の発生リスクを上昇させないと

する論文があったことから、承認審査において、本剤と常位胎盤早期剥離に関する情報を精査す

るよう申請者であるフェリングファーマ社に求め、その結果、申請者はその記載を削除した。プ

ロウペスが発売されているすべての国において、副作用欄に胎盤早期剥離が記載されていない国

が日本以外にあるか調べて明らかにして下さい。 

（３）子宮収縮薬の副作用欄に「胎盤早期剥離」を記載するかどうかが議論された平成25年度第５回

薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会において、当時、産婦人科医会の水

上参考人は、自らが関係した疫学研究で子宮収縮薬と胎盤早期剥離の関連は認められなかったと

しました。この疫学研究の論文（Arch Gynecol Obstet. 2014 May;289(5):987-91）が、プロウ

ペスの承認時に副作用欄記載されていた「常位胎盤早期剥離」の記載を削除する際の根拠にもな

りました。ところが、この調査は、「分娩開始後に常位胎盤早期剥離が起こる率を、子宮収縮薬

の使用の有無で比較しなければいけないところ、妊娠中の常位胎盤早期剥離の件数も子宮収縮薬

不使用事例に含めてカウントしている」「日本産婦人科学会のデータベースは、妊娠中の常位胎

盤早期剥離のような緊急搬送されることが多い高度な医療機関に極端に偏ったデータベースであ

る。」「既に常位胎盤早期剥離になっている妊婦への子宮収縮薬投与は禁忌であるのに、そうい

うケースが少なくないという誤った憶測の記述がある」等の点で、全くでたらめな疫学調査であ

る旨を前回の交渉で指摘しましたが、厚労省は「査読付きの学術雑誌に掲載されたものであり、

一定の信頼性があるものと考える。」という回答のみでした。このような姿勢では薬害の教訓を

学んでいないと言わざるを得ません。厚労省は、上記の指摘に具体的に自らの専門性と薬害防止

の観点から回答してください。また、少なくとも、日本の子宮収縮薬の添付文書に、「海外の添

付文書では胎盤早期剥離の副作用が記載されている」旨を記載し薬害防止に努めてください。 

（４）令和7年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（医薬品・医療機器レギュラトリーサイエンス政

策研究事業）「誘発分娩を目的として使用されるPGF2α製剤の使用実態の調査及び用法及び用量

の有効性と安全性の検証に関する研究」について進捗状況を明らかにして下さい。産婦人科診療

ガイドラインの用法・用量を薬理学的に根拠のある添付文書の内容に一致させてください。ま

た、この研究に参加している専門家の属性や議論の内容を明らかにしないまま、結論が出たかの

ような産官学の責任の所在をあいまいにする構造にならないようにしてください。 

（５）上記の質問および要望について、陣痛促進剤による被害を考える会との面談の場を別途設定し

て下さい。 

 

4、 薬害教育について 

（１）今年度も、医師国家試験、薬剤師国家試験、看護師国家試験において、「薬害」が試験範囲で

ある旨を広く関係者に周知して下さい。 

（２）学習指導要領で薬害について学ぶことが示され、「薬害を学ぼう」の冊子が全国に配布されて

いることの主旨を、全国の都道府県で実施されている教育課程協議会等の場において、全国の

高校の公民科の教員など学校現場に直接伝える機会をつくっていって下さい。 

 

５、 電子カルテの保存期間を20年以上とすることについて 
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2023年11月22日に全国薬害被害者団体連絡協議会は厚生労働大臣あてに「電子カルテの保存義務

期間の延長を求める要望書」を提出しましたが、昨年度の交渉でも「個人情報漏洩リスク」や

「医療機関の負担が増えること」を理由に慎重に検討するというのみで全く進んでいません。一

方で厚生労働省は、2026年１月20日に、ヒト乾燥硬膜を使用して40年後に発症した事例が出たと

し、ヒト乾燥硬膜を使用した患者のカルテ等を永久に保存するよう通知しています。電子カルテ

の長期保存の意義を医療現場に伝えないと患者・国民の健康や安全を守ることができません。日

本医師会「医師の職業倫理指針」でもカルテの永久保存を推奨しており、大学病院の多くがその

方向で動いている現在において、電子カルテの保存期間の延長は必要です。少なくとも20年以上

となるよう施策をすすめてください。また、医療DXに関して国は、医療機関間の情報共有ばかり

を進め、医療機関と患者との情報共有に全く着手できていません。電子カルテを患者がスマホで

直接見て保存できる仕組みを、国の医療DXの中で進めてください。 

 

6、 MMR事件の教訓に基づいたワクチン行政について 

(1) ミムリットを定期接種に導入する時期はいつなのか、また、そのために必要な手続き

（例：予防接種法の改正とか）、その時期（例：法案を次期国会に提出とか）を、国、地方

自治体のそれぞれについて説明してください。（健康・生活衛生局） 

 

(2) 同ワクチンが任意接種、定期接種で使用される際に、1989-1993年のＭＭＲ事件の反省

から、どのような安全対策が想定されているか説明してください。（医薬局、健康・生活衛

生局） 

 

７、新型コロナワクチン接種後健康被害について 

（１）接種後健康被害の全国的な実態調査の実施 

新型コロナワクチン接種後の健康被害については、多数の健康被害救済申請や副反応疑い

報告が継続している一方、厚生労働省が行われた大曲班による「新型コロナワクチン接種

後の遷延する症状に関する実態調査」は、その実態を全国的に把握するための調査となっ

ておりません。実態把握が十分でない状況において、「重大な懸念は認められない」と評

価するためには、その根拠となる実態把握の範囲と限界を国民に明らかにする必要がある

と考えます。 

国民の生命・健康を守る予防接種行政の責務として、専門医療機関に限定しない全国的な

健康被害実態調査を速やかに実施するとともに、その結果を公表し、今後の安全対策及び

被害者支援に反映されることを強く要望します。 

【調査対象の対比】 

 大曲班調査…専門的な医療機関を対象としたアンケート調査。 

 患者の実態…新型コロナワクチン後遺症患者の会が実施したアンケートでは、回答者

の８割が、専門的な医療機関に紹介を受けられていない。 

地域の診療所・クリニックは当該実態調査の対象には含まれておらず、多くの患者が国

の実態調査から事実上除外されている。 

【総括の対比】 

 大曲班総括…「転帰不明の症例について追跡調査を行ったが転帰不明の割合が多く、

アンケート調査による評価の限界も見られた。」「本調査の性質上、症状とワクチン接

種の間の因果関係を検証することはできないことに留意を要する。」 

 厚生労働省…副反応検討部会において、「現時点において、新型コロナワクチンの接種

の推奨を変更するような重大な懸念は認められない」と評価。 
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（２）健康被害の治療研究の推進及び診療体制の整備 

新型コロナワクチン接種後健康被害については、多くの患者が長期間にわたり症状に苦し

んでいる一方で、病態の解明や有効な治療法の確立に向けた研究、及び診療体制の整備は

十分に進んでいるとは言えません。その結果、患者は適切な診断や治療を受けられず、医

療機関ごとに対応が異なる状況が続いています。 

また、新型コロナワクチンで用いられたmRNA技術をはじめ、新たなワクチンプラットフォ

ームを用いた予防接種は、今後も様々な感染症への応用が進められることが見込まれてい

ます。国民が安心して予防接種を受けられる環境を維持するためには、接種後健康被害に

対する診療・研究体制を整備し、その知見を今後の予防接種行政に生かしていくことが不

可欠です。 

上記を踏まえ、下記のとおり要望します。 

① 新型コロナワクチン接種後健康被害の病態解明及び治療法の確立に向けた研究を、国の

責任で推進すること 

②急性期の健康被害について、国内外の知見を集約した診療・治療指針（ガイドライン等）

を早急に整備するとともに、その知見を今後導入される新たなワクチンプラットフォーム

を用いた予防接種の安全対策及び診療体制の構築に反映すること 

 

８．サリドマイド薬害被害者に対する医療・介護の保障について 

(１）サリドマイド薬害被害者が実質的に無料で医療を受けられるよう対策を講じてください。  

(２）サリドマイド薬害被害者が受けるマッサージ等（柔道整復師によるもの、鍼灸を含む）

に健康保険が適用されるよう対策を講じてください。  

(３）サリドマイド薬害被害者が保険適用外マッサージ等（柔道整復師によるもの、鍼灸を含

む）を無料で受けられるよう対策を講じてください。  

(４）サリドマイド薬害被害者が介護保険サービスを受ける際には、障害者総合支援法に基づ

く福祉サービスの水準と同等のサービスが受けられるよう対策を講じてください。  

(５）サリドマイド薬害被害者がリハビリテーションを日数および時間の制限なしに継続的に

受けることができるよう、サリドマイド胎芽症を日数の制限なしに健康保険が適用され

る疾患に指定してください。  

(６）サリドマイド薬害被害者の拠点病院を指定し、被害者がサリドマイド胎芽症の特徴を理

解した医療従事者により恒常的に医療を受けることができるようにしてください。また、

被害者が居住地で安心して医療を受けることができるために、地域の医療機関への情報

提供体制を構築してください。  

(７）上記、１）から６）の実現に向けた調査研究事業を実施してください。 

(８）上記の要望を含むサリドマイド薬害被害者に必要な医療・福祉対策が適切に実施される

よう、厚生労働大臣とサリドマイド薬害被害者が定期的に協議する場を設けてください 

 

以上 


